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資料３-２ 



　　令和４年度　施策評価表

担当課・関係課

【予防課（とかち広域消防事務組合）】
・「とかち広域消防事務組合を通じた老朽化消火器の安全な廃棄・リサイクルの周知」については、周知機会を増やすとともに、老朽化消火
器の回収事業についても広報誌や新聞等、各種広報媒体の活用により周知を徹底し、安全な廃棄を推進します。
【農政課】
・「安全・安心で良質な農畜産物を、安心して消費してもらうための情報提供」では、流通・小売業界の動向を見据え、持続可能な農業生産
を進めるため、国際水準ＧＡＰの取組みのみならず、みどりのチェックシートに基づく研修の受講を促進します。
・消費者が安全・安心で良質な農畜産物を安心して消費できるよう、今後もおびひろ・十勝管内農産物直売所マップの配布やホームページ
等での情報提供を継続していきます。

・「消費者への食育・農業理解の促進」では、食育アンケートの結果から、食育に対する市民の関心は比較的高いものの、朝食欠食率が増
加しているなど、食に関する価値観やライフスタイルの多様化などが進み、実践へ結びついていない状況が伺えます。そのため、市民が食
育を学ぶ機会を継続的に提供していくことをはじめ、庁内関係各課や関係団体等の更なる連携により、様々な分野において、総合的に食
育の推進を図っていくことが必要です。また、市民の自主的な食育活動に対して、食の有識者が取組のサポートをする、「帯広市食育推進
サポーター事業」の活用が一層図られるよう、情報発信を図るほか、サポーター同士の連携による効果的な事業展開が必要です。食育に
興味のない市民を対象に、更なる食育の推進を図るため、より効果的な食育のＰＲが必要です。

・食育は、市民一人ひとりが日常の中で実践していくことが重要であることから、今後も継続して行政と関係団体が連携を図り、食育の取組
を支援していく体制を構築すると共に、市民が食育の体験や学習をすることができる機会の提供を行います。また、引き続き食育推進計画
に基づき、庁内関係各課や食育推進サポーターをはじめとする市民関係団体等との連携を図り、総合的に推進します。

【学校給食センター】
 ・放射性物質測定の継続により、引き続き学校給食の安全安心に資す。

２.施策の評価

国、独立行政法人国民生活セン
ター、北海道等と連携した消費者事
故等に関する情報の収集と提供

【予防課（とかち広域消防事務組合）】
・老朽化消火器の回収事業では、平成30年から令和4年までの5年間で、895本の消火器を回収しており、消火器の廃棄方法とリサイクルシ
ステムについての周知が役に立っていると評価します。
【農政課】
・新型コロナウイルス感染対策を講じて各種イベント等を実施したことで、参加者数や実施回数も増加し、消費者への食育・農業理解の促
進について取り組むことができたため、概ね順調に進捗していると評価します。
【学校給食センター】
・放射性物質測定については、平成30年度より加工品を加えた検査を実施しており、学校給食の安全安心に資するものと評価します。

３．課題と今後の取り組み方向

給食における使用食材の放射性物
質測定

・給食に使用する１都16県で生産された野菜・果物・肉類・加工品および国内産の魚
介類を測定（221検体）
・ＨＰにて掲載

学校給食センター

安全・安心で良質な地元産の農畜産
物の消費拡大に向けた情報提供

・十勝型ＧＡＰ（農業生産工程管理）の促進、みどりのチェックシートに基づく研修受講
の促進
・消費者への情報提供（おびひろ・十勝管内農産物直売所マップのホームページで
の情報提供）

農政課

消費者への食育・農業理解の促進 ・帯広市農業技術センター食育展示ほ場見学　　16校　730人
・帯広の森サラダ館　学童農園　19団体（幼保小中、福祉団体）　744人
・小学校への出前授業　小学3～5年生対象　18校　968人
・とかち大平原交流センターでの農業体験事業　509人
・畜産物加工研修　肉製品加工　173人、乳製品加工　213人
・搾乳牛模型による搾乳体験　3回
・帯広市食育推進サポーターによる活動　24件　1,270人

条例に基づく事業者への調査・勧告 ・該当事業なし
商業労働課

農政課

・全国消費生活情報ネットワーク（パイオネット）や道の消費者行政メーリングリストに
より消費者事故被害や行政指導等に係る情報収集を行った
・十勝地区食の安全及び食品表示監視等に関する協議会に参加し、情報の収集と
提供を行った

商業労働課

とかち広域消防事務組合を通じた老
朽化消火器の安全な廃棄・リサイク
ルシステムの周知

・リサイクルシステムを局のホームページで周知
・一般社団法人北海道消防設備協会帯広支部の協力による老朽化消火器の回収事
業（年1回、有料）広報おびひろ、十勝毎日新聞で周知（令和4年4月24日、344本回
収）

予防課
（とかち広域消防

事務組合）

主な担当課 　商業労働課、農政課、学校給食センター、予防課（とかち広域消防事務組合）

1.施策の取り組み内容

取り組み内容 主な事業及びこれまでの取り組み状況

　（２）　食品等の安全性の確保

消費生活用製品安全法に基づく特
定製品に係る技術基準適合マーク
等に関する立入検査等

【立入検査　11月実施】
・消費生活用製品安全法
　　調査店舗数8店、検査機種数56点、不適正表示 0点

商業労働課

推
進
施
策

　基本方針Ⅰ　消費生活の安全・安心

施策の方向 推進施策

　１　危害等の防止
　（１）　商品等の安全性の確保
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担当課・関係課

２.施策の評価
【商業労働課】
・消費者の安全を確保するため、法に基づく各種立入検査や定期検査の実施、窓口やイベントを通じた計量制度の普及啓発を行ったこ
とは評価します。
【環境課】
・環境モデル都市行動計画における令和4年度のレジ袋辞退率の目標数値88％に対し、協定事業者のレジ袋辞退率は80.5％と概ね順
調に進捗していると評価します。

３．課題と今後の取り組み方向
【商業労働課】
・これまで定期検査を実施してきた事業者については、特定計量器の適正管理は図られていると言えますが、新規開業者への周知・啓
発の方法を引き続き検討していく必要があります。
【環境課】
・「レジ袋等の削減に向けた取り組みの推進」では、マイバッグの持参など市民がレジ袋を削減しようとする意識は一定程度浸透している
ため、目標に到達する為の方法を検討していく必要があります。行政・市民団体・事業者が共通の目的のもと継続的に協力し合い、取り
組んでいきます。

計量法に基づく検査・指導 ・はかりの定期検査(東地区)
　　戸数 :  １３９戸
　　台数 :  293台、不合格台数 :  0台
・商品量目立入検査
　　店舗数 :  10戸
　　検査商品数 : 2, 001個
    不適正商品数 : 0個

商業労働課

ポスター・イベント等による計量制度
の普及啓発

・庁内における啓発ポスターの掲示やグッズ(ポケットティッシュ)の設置による計量
制度の普及啓発を行った
・創業を検討する市民への定期検査制度の周知やイベントでの啓発活動を行った

商業労働課

過剰包装防止の事業者等への啓発 ・特定計量器の商品量目の立入検査を行う際、随時、事業者に対し過剰包装防
止に関する啓発を実施 商業労働課

レジ袋等の削減に向けた取り組みの
推進

・令和4年度は、6事業者（23 店舗）2市民団体と、締結した協定に基づき、レジ袋
等の削減に向けた取り組みを継続的に実施 環境課

主な担当課
　商業労働課
　環境課

1.施策の取り組み内容

取り組み内容 主な事業及びこれまでの取り組み状況

家庭用品品質表示法に基づく、品質
表示事項等についての立入検査等

【立入検査　11月実施】
・家庭用品品質表示法
　　調査店舗数 7店、検査点数303点、不適正表示 0点

商業労働課

　　令和４年度　施策評価表

推
進
施
策

　基本方針Ⅰ　消費生活の安全・安心

施策の方向 推進施策

　２　事業活動の適正化

　（１）　表示・広告の適正化

　（２）　包装の適正化

　（３）　計量の適正化
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担当課・関係課

　　令和４年度　施策評価表

推
進
施
策

　基本方針Ⅰ　消費生活の安全・安心

施策の方向 推進施策

　３　取引の適正化
　（１）　事業者に対する調査、指導、勧告等

　（２）　法令遵守のための周知、啓発

主な担当課 　商業労働課

1.施策の取り組み内容

取り組み内容 主な事業及びこれまでの取り組み状況

条例に基づく事業者への調査・指
導・勧告、情報提供

・該当事業なし

商業労働課

【商業労働課】
・該当する事案が発生した場合は適切に対応します。

事業者団体等を通じた周知・啓発 ・該当事業なし

商業労働課

２.施策の評価
【商業労働課】
・評価対象実績なし

３．課題と今後の取り組み方向
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担当課・関係課

　　令和４年度　施策評価表

推
進
施
策

　基本方針Ⅰ　消費生活の安全・安心

施策の方向 推進施策

　４　商品やサービス等
　の確保と物価の安定

　（１）　生活関連商品等に関する調査等

　（２）　特定生活関連商品等に関する指定、調査、勧告等

主な担当課 　商業労働課

1.施策の取り組み内容

取り組み内容 主な事業及びこれまでの取り組み状況

生活関連商品、石油製品及び年末
における主要食料品等の小売価格
調査

商業労働課の職員により次の調査を実施し、市HPで公開した
・小売価格調査
・サービス料金調査
・年末物資価格調査

商業労働課

２.施策の評価
【商業労働課】
・食品等の価格調査結果の公表、市民生活への影響を測る「判断材料」となるデータの蓄積等、順調に進捗したものと評価します。

３．課題と今後の取り組み方向
【商業労働課】
・小売価格調査では、北海道が同様の調査を実施していることから、道内他市では縮小・廃止しているところもあり、調査方法等の検討
は必要ですが、灯油など石油製品価格高騰時の庁内対応のほか、国、道及び関係団体等への対策を判断する材料とするためのデータ
の蓄積や、消費税増税後の便乗値上げを監視するため、継続した価格調査のデータも必要なことなどから、調査方法を精査しつつ、今
後も調査を継続していきます。

条例に基づく特定物資の指定、事業
者への調査・勧告等

・該当事案なし

商業労働課
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担当課・関係課

２.施策の評価
【学校教育指導課】
授業の様々な場面において、タブレット端末を活用した学びを行い、活用する中で情報活用能力・情報モラルの育成を図り、ねらいや内
容に応じて、授業の中で情報活用能力・情報モラルの育成に取り組みました。また、各学校が関係機関と連携し、情報モラル育成のため
の出前授業に取り組むことができるよう、各種案内を行ったことは評価します。

【商業労働課】
令和3年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、講座の中止や各種出前講座の依頼も減少していたが、令和4年度は開催回数、
人数ともに自粛前の状況に回復を図り、また講座ができない学校への啓発資料の配布等や、成年年齢引き下げに伴う市内全高校への
周知等を行うなど、消費者教育の推進を図ったことは評価します。

３．課題と今後の取り組み方向

消費者講座・講演会の実施 ・消費者講座6回、177人 　・消費者講演会1回　12人

商業労働課

町内会や老人クラブ等への団体、事
業所への出前講座の実施

・地域消費者講座：11回233人

商業労働課

高校等への消費者被害予防教育講
座の実施

・高校生、専門学校生を対象に、消費者被害予防教育講座を実施し、若年者の消
費者トラブル防止に努めた（実施校7校、実施回数23回、　1298名）
・成年年齢引き下げに伴い、消費者被害予防教育講座を実施できなかった高校・
専門学校等に対し、パンフレット配付を行うとともに(配付校７校、配付部数835
部)、市ＨＰでの周知啓発を行った

商業労働課

消費者教育教材の作成 ・北海道の補助金を活用し、一般消費者、高校生等若年者、高齢者向け等、各種
啓発資料を作成し、教育・啓発に活用した 商業労働課

小・中学校への出前消費者教育講
座等の実施

・小中学校への出前消費者講座を実施
　小学校　0校
　中学校　5校　受講者数　272名

商業労働課

教員向け消費者教育講座の実施 ・十勝教育研修センターにおいて、中学校教師10名に消費者養育を実施した
・市内中学校14校にスマホトラブルに関する消費者教育用啓発物を配布した

商業労働課

主な担当課 　商業労働課、学校教育指導課

1.施策の取り組み内容

取り組み内容 主な事業及びこれまでの取り組み状況

学校教育における情報活用能力・情
報モラルの育成

・情報モラルについての正しい知識を身につけるため、「特別活動」「道徳科」及び
「総合的な学習の時間」で指導した
・各学校において、外部講師の派遣を依頼するなどして、SNSやインターネットに
ついての情報モラル育成に向けて取り組んだ

学校教育指導課

【学校教育指導課】
家庭でのタブレット端末の活用方法やルールについて、学校と家庭が共通理解を図り、情報活用能力・情報モラルを育成することができ
るよう、引き続き各学校への指導や情報提供を進めていきます。
【商業労働課】
成年年齢の引き下げに伴い、若年者への消費者教育がさらに重要となることから、高校等での講座の実施など、予防教育に努めるとと
もに、従来の手法の他、新たな手法の検討も行いつつ、引き続き消費者教育の推進を図っていきます。

　　令和４年度　施策評価表

推
進
施
策

　基本方針Ⅱ　消費者の自立支援

施策の方向 推進施策

　５　消費者教育の推進

　（１）　学校における消費者教育

　（２）　地域における消費者教育

　（３）　職場における消費者教育
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担当課・関係課

住まいの総合相談窓口・市ホーム
ページによる住宅関連情報の提供

・「住まいの総合相談窓口」において、住まいに関する情報の提供等を実
施、帯広市ホームページに掲載
・住まいに関する情報を集約したパンフレット「住まいの情報」の作成・配布 建築開発課

帯広市犯罪のない安全なまちづくり推進連携会議において、十勝総合振興局や
帯広警察署をはじめとする関係団体に対し、消費生活アドバイスセンターに寄せ
られた相談件数及び相談内容や、帯広消費者協会の直近の活動など、消費者被
害予防等に関する情報提供を行った

商業労働課

帯広警察署セーフティサービス
（OSS）ネットワークの活用

消費生活アドバイスセンター情報
コーナーでの周知・啓発

・消費者トラブルや生活に関連した情報を紹介する「くらしの展示コーナー」として、
消費生活アドバイスセンター内でパネルやパンフレットによる常設展示や企画展
示を実施し、消費者の意識啓発に努めた
利用者数：2,750人

商業労働課

「みんなの消費生活展」や各種会合
の場を活用した周知・啓発

高齢者の消費者被害防止に向けた
セミナーの開催

・高齢者の消費者被害を防ぎ、高齢者が安心して暮らしていくために、知っておき
たい情報や知識について事例を交えながら学んでいただくため、「高齢者セミ
ナー」を令和4年12月15日に開催した
　参加者数：33人

　　令和４年度　施策評価表

　基本方針Ⅱ　消費者の自立支援

施策の方向 推進施策

　商業労働課、建築開発課

推
進
施
策

　（２）　情報提供の推進

　６　消費者啓発・情報提供
　の推進

　（１）　高齢者等の消費者被害の防止

主な担当課

広報紙、ホームページ、フェイスブッ
ク、ツイッター等広報媒体による情報
提供

・広報紙を活用した悪質商法や消費者トラブルに関する注意喚起を実施
・北海道や警察などから提供される詐欺や悪質商法に関する最新情報を、市ホー
ムページやフェイスブックにより市民に提供

【商業労働課】
新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況を注視しつつ、状況に応じた消費者啓発・情報提供の推進を図っていきます。

２.施策の評価

R４年10月1日に開催した「第51回みんなの消費生活展」で、消費者被害、食生
活、防災、環境問題等の消費生活に関する情報提供や啓発を実施
　来場者数250人（参加者数延べ804人） 商業労働課

３．課題と今後の取り組み方向

・平成28年10月より運用開始されたOSSネットワークに登録し、振り込め詐欺及び
特殊詐欺、悪質訪問販売業者の出没などの情報を収集し，フェイスブックやSNS
などによる注意喚起等、迅速な対応が可能となるよう活用していたが、組織改編
により、R2年度より危機対策課が対応

商業労働課

1.施策の取り組み内容

取り組み内容 主な事業及びこれまでの取り組み状況

【商業労働課】
新型コロナウイルス感染症対策を講じた活動により、セミナー等の参加者や企画展示室の利用者数は昨年よりも増加しているものの、
依然として感染症拡大以前の実績には至っていないことから、十分な消費者啓発ができなかったと評価します。

帯広市犯罪のない安全なまちづくり
推進連携会議における情報提供

商業労働課

高齢者や高齢者の見守り者向けガイ
ドブックやパンフレット等の作成・配
布による消費者被害防止啓発

北海道の補助金を活用し、消費者被害予防冊子などのパンフレット等を作成し、
出前講座で配布を行った

商業労働課

商業労働課
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担当課・関係課主な事業及びこれまでの取り組み状況

1.施策の取り組み内容

　（２）　自主的な活動への支援

一般社団法人帯広消費者協会との
連携及び活動への支援

商業労働課

　商業労働課

　　令和４年度　施策評価表

推
進
施
策

　基本方針Ⅱ　消費者の自立支援

施策の方向 推進施策

帯広消費者協会は、会員数の減少が続いているが、同協会の行う事業は消費者の利益擁護と増進に努め、消費生活の安定向上に寄
与することを目的としていることや、協会が帯広消費生活アドバイスセンターの運営業務を受託していることから、今後も活動を支援して
いく必要があると考えます。

　７　消費者団体への支援

・協会の活動等について適宜、協議を行い、協会が行う主的な活動に対し補助金
を交付

　（１）　消費者団体との連携

取り組み内容

２.施策の評価
帯広市消費者協会への支援について、協会の活動等について協議し、補助金の交付も適切に実施していることから、順調に進捗してい
ると評価します。

３．課題と今後の取り組み方向

主な担当課
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担当課・関係課

商業労働課

２.施策の評価
アドバイスセンターで受けた相談はPIO-NETに入力し、市内における相談内容の把握等にも活用しています。また、アンケートの実施等
により、消費者講座のテーマを市民ニーズを反映していることから、概ね順調に進捗していると評価します。

３．課題と今後の取り組み方向
今後もアンケートなどによる市民の意見を参考に、受講者が興味を持ちやすいテーマや開催手法検討し、受講者数の増を目指します。

消費生活アドバイスセンターに寄せ
られた情報の集約

・消費生活アドバイスセンターが受けた全ての相談内容をＰＩＯ－ＮＥＴ（全国消費
生活情報ネットワークシステム）に入力し、国民生活センターや全国の消費生活セ
ンター等の消費生活相談窓口と相談情報を共有することにより、消費者被害の傾
向を把握

商業労働課

講座・講演会等における消費者意見
の集約

商業労働課

主な担当課 　商業労働課

1.施策の取り組み内容

取り組み内容 主な事業及びこれまでの取り組み状況

・講座や講演会の受講者に対しアンケート調査を実施し、テーマの設定等に活用

　　令和４年度　施策評価表

　基本方針Ⅱ　消費者の自立支援

施策の方向 推進施策

　（１）　消費者の参画　８　消費者意見の反映

推
進
施
策

帯広市消費生活審議会への消費者
の参画

帯広市消費生活審議会12名中、消費者団体から推薦委員2名
一般公募委員2名（第１７期委嘱、令和4年2月23日～令和6年2月22日）
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担当課・関係課

２.施策の評価
【商業労働課】
・消費生活アドバイスセンターにおける令和4年度の相談件数は1,230件と、前年より32件ほど減少しましたが、解決率は99.7％と前年度
より0.4%増加しております。また、消費生活アドバイスセンター相談員に対する研修受講支援については、道補助金を活用し、一定程度
の研修機会の確保はできたものと考えており、相談体制の充実については概ね順調に進捗したものと評価します。
【建築開発課】
・住まいのワンストップ相談窓口を開設したことで様々な相談に応じており、毎年相談者数について多少の増減はあるものの、施策は順
調に進んでいると評価します。
【予防課（とかち広域消防事務組合）】
・新型コロナウイルス感染症の影響により、対面での説明は困難な状況ではあるが、チラシの投函により概ね周知出来たと評価します。

３．課題と今後の取り組み方向
【商業労働課】
・消費生活相談の内容は複雑、多様化しており、相談員のスキルアップは重要であることから、今後も予算確保に努めていきます。
【建築開発課】
・窓口をより活用してもらえるよう広報誌などにより幅広く周知していくとともに、引き続き、関係団体と連携した「住まいのワンストップ相
談窓口」を開設し、より専門的な相談に対しても対応していきます。
【予防課（とかち広域消防事務組合）】
・新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況を注視しつつ、可能な限り、各種広報媒体の活用により情報提供の推進を図っていきま
す。

住まいのワンストップ窓口の開設 ・弁護士、司法書士、宅地建物取引士、建築士、土地家屋調査士及び社会福祉
協議会の相談員と連携した、空き家を含む住まいに関する相談に一元的に対応
できる「住まいのワンストップ相談窓口」の開設
相談者数27名、相談員数延べ40名

建築開発課

とかち広域消防事務組合を通じた消
火器・住宅用火災警報器の不適正
販売に係る情報の収集・提供

・春と秋の火災予防運動期間中に要配慮者世帯を防火訪問し、チラシ投函による
啓発を実施（春540件、秋555件） 予防課

（とかち広域消防
事務組合）

PIO-NET（パイオ・ネット）による情報
共有

・相談業務において、帯広市消費生活アドバイスセンターに設置されているＰＩＯ
－ＮＥＴ（全国消費生活情報ネットワークシステム）を活用し、全国の消費生活相
談情報等から迅速で効率的な相談処理や被害防止に努めた 商業労働課

弁護士相談会の実施 ・消費者問題についての弁護士無料相談会を実施
　開催回数　8回、相談者数　22件

商業労働課

消費生活相談に対する助言・あっせ
ん等

・消費生活アドバイスセンターにて消費生活相談を実施
　　消費生活相談件数　1,230件
・被害救済のため必要と認める案件について消費生活相談員が事業者との間に
入って交渉（あっせん）を行った
　あっせん件数　127件
　あっせん割合　10.3％

商業労働課

消費生活相談員への国民生活セン
ター等実施研修の受講支援

・消費生活相談員のスキルアップを図るため、北海道の補助事業等を活用し、国
民生活センター等が実施する研修の受講支援を実施 商業労働課

主な担当課 　商業労働課、建築開発課、予防課（とかち広域消防事務組合）

1.施策の取り組み内容

取り組み内容 主な事業及びこれまでの取り組み状況

消費生活アドバイスセンターの運営
と周知・啓発

・消費生活アドバイスセンターの運営業務を一般社団法人帯広消費者協会に委
託。
・市民に対する消費者講座・講演会、各種団体の買い道東の場を活用して消費
生活アドバイスセンターの周知を実施した

商業労働課

　　令和４年度　施策評価表

推
進
施
策

　基本方針Ⅲ　消費者被害の救済

施策の方向 推進施策

　９　相談機能の充実

　（１）　消費生活相談の実施

　（２）　消費生活相談員の専門的知識の向上

　（３）　専門的知識を有する者等による相談の実施
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担当課・関係課

　　令和４年度　施策評価表

推
進
施
策

　基本方針Ⅲ　消費者被害の救済

施策の方向 推進施策

主な担当課

　１０　あっせんと調停

商業労働課

該当する事案が発生した場合は適切に対応します。

３．課題と今後の取り組み方向

・該当事案なし

２.施策の評価
評価対象実績なし

条例に基づくあっせん・調停

1.施策の取り組み内容

取り組み内容

　（１）　消費生活審議会によるあっせん・調停

　商業労働課

主な事業及びこれまでの取り組み状況
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担当課・関係課

・該当事案なし

商業労働課

　　令和４年度　施策評価表

推
進
施
策

　基本方針Ⅲ　消費者被害の救済

施策の方向 推進施策

　１１　訴訟の支援 　（１）　消費者訴訟に要する費用の貸付等

【商業労働課】
該当する事案が発生した場合は適切に対処します。

２.施策の評価
【商業労働課】
評価対象実績なし

３．課題と今後の取り組み方向

主な担当課 　商業労働課

1.施策の取り組み内容

取り組み内容 主な事業及びこれまでの取り組み状況

条例に基づく消費者訴訟の支援
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担当課・関係課

・平成25年度末をもって帯広版環境家計簿の公開を終了したが、電力会社が公開する環境家
計簿の外部リンクをホームページに掲載している

環境課

一般廃棄物処理基本計画に基づく３
Rの推進

３．課題と今後の取り組み方向

・生ごみ堆肥化容器（55個）と電動生ごみ処理機（25台）の購入助成を行った
・情報紙「ごみュニティメール」を発行し、広報おびひろ12月号と4月号に折り込んで配布した
・環境教育として幼児や低学年向けエコエコ紙芝居（申し込み0件）と、小学校向け環境学習支
援事業（実施回数33回、参加者数1,149人）を行った
・フリーマーケットの開催情報を市ホームページに掲載（38件）した 清掃事業課

【商業労働課】
コロナ禍における効果的な周知方法などを模索しつつ、引き続き啓発に努めてまいります。
【環境課】
・環境保全の取り組みは多岐にわたることから、行政はもとより、市民の日常生活や事業者の営業活動、市民団体の活動などで、環境に配慮した行
動が展開される必要があります。
・第三期帯広市環境基本計画に基づき、良好な自然環境や生活環境の保全に向け、更なる環境負荷の低減に取り組みます。
・環境に関する情報の提供や環境教育の充実などにより、市民の意識啓発に努めるほか、市民との協働による取り組みを進めます。

【清掃事業課】
・環境教育や広報紙、ホームページ、各種イベント等を活用し、周知・啓発・情報共有に努めます。事業内容、実施方法、実施体制などを検証の上、
見直しを行い、安定した実施体制を確保できるように取り組みます。

食品ロス削減に係る周知・啓発 ・食品ロスの発生状況や食品ロス削減に向けた取り組み等をホームページで情報提供・周知
した

清掃事業課

２.施策の評価
【商業労働課】
・新型コロナウイルス感染対策を講じて各種イベント等を実施したことで、イベント実施回数や参加者数が増加するなど、消費生活に関する情報提供
や環境保全に対する啓発活動は進捗していると評価します。

【環境課】
・環境モデル都市行動計画に掲げる、「エコなくらし」の視点に基づいた取り組みによる温室効果ガス削減量は、目標値に対して約90％と概ね順調に
進捗していると評価します。
【清掃事業課】
・1人1日当たりのごみ排出量は897ｇ（前年比－12ｇ、目標値は800ｇ））、リサイクル率は24.65％（前年比－0.38pt、目標値は30％）で、リサイクル率は
下がったものの、1人1日当たりのごみの排出量は平成16年10月の家庭系ごみの一部有料化導入以降最も少ない数字となり、3R推進全体としては
おおむね順調に進捗しています。

環境保全に関する普及・啓発 ・ホームページや広報おびひろへの情報の掲載を通じて、環境保全に関する普及・啓発に取
り組んだ

環境課

春や秋のリサイクル行事等各種イベ
ントでの周知・啓発

・毎年2回「ごみ減量・資源化促進月間」を設け、春は「春のリサイクル広場」、秋は「秋のリサイ
クル広場」などのイベントで周知啓発を行った

清掃事業課

環境モデル都市行動計画に基づくエ
コなくらしの推進

・環境に配慮したライフスタイルへの転換を目指し、地球温暖化対策に資するあらゆる賢い選
択を促す国民運動「COOL　CHOICE」の普及啓発、環境教育やマイバック持参によるレジ袋の
削減、脱マイカーの推進等に取り組んだ

環境課

環境家計簿の普及

過剰包装防止の事業者等への啓発
（再掲）

・特定計量器の商品量目の立入検査を行う際、随時、事業者に対し、過剰包装防止に関する
啓発を実施

商業労働課

レジ袋当の削減に向けた取り組みの
推進（再掲）

・令和4年度は、6事業者（23 店舗）2市民団体と、締結した協定に基づき、レジ袋等の削減に
向けた取り組みを継続的に実施

環境課

　商業労働課、環境課、清掃事業課

1.施策の取り組み内容

取り組み内容 主な事業及びこれまでの取り組み状況

イベント等での周知・啓発 ・10月中旬に帯広市市民ホールにて「消費生活移動パネル展」を実施し、来庁する方に対し、
周知・啓発を実施した
・11月中旬にとかちプラザにて『とかち・「市民環境交流会」2022』に参加し、来場者に対して、
食品ロスの削減及びエシカル消費に関する周知・啓発を実施した

商業労働課

主な担当課

　　令和４年度　施策評価表

推
進
施
策

　基本方針Ⅳ　環境保全への配慮

施策の方向 推進施策

　１２　環境保全の推進 　（１）　環境に配慮した消費者の育成と事業活動の推進
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担当課・関係課

【農政課】
・地産地消は、地域食産業の活性化につながる取組であり、市民一人ひとりがその意義について理解し、日常の中で意識して実践していくこ
とが重要であることから、今後も継続して地産地消の取組を広く市民に周知し、理解の促進を図っていく必要があります。

・地産地消の取組をＨＰ等を活用し、広く市民に周知すると共に、地場農畜産物の直売所や販売会の充実を図るため、先進事例や成功事例
を参考に直売所等の充実に努めることで、地産地消の促進につなげていきます。
【こども課】
今後も公立保育所の給食に地元産野菜を優先して使用し、地産地消を促進していく。
【学校給食センター】

・「給食における地元産食材の使用」では、学校給食における地場産野菜の導入については、天候などの要因に影響されやすい面があるも
のの、端境期に調達可能な生産者の確保と冷凍野菜の品目拡大が伸び悩んでいることが課題となっています。

・「給食における地元産食材の使用」では、地場産野菜の導入拡大に向け、地元生産者や加工業者等との連携促進により、地産地消を促進
します。

給食における地元産食材の使用 《小・中学校給食》
・道産米100％の米飯、帯広産小麦100％のパンと麺を提供
・地元産野菜の使用割合（重量ベース）
　　市内産 34.1％、管内産29.5％
　　管外産6.3％、道外産30.1％
・9月から11月に毎月1回、「ふるさと給食」を実施
《保育所給食》
・地元産青果物類の使用割合（重量ベース）
　帯広・十勝産 19.69％
　北海道産 22.98％

こども課、
学校給食セン

ター

２.施策の評価
【農政課】
・新型コロナウイルス感染対策を講じて各種イベント等を実施したことで、参加者数や実施回数も増加し、地産地消の推進について取り組む
ことができたため、概ね順調に進捗していると考えられます。
【こども課】
・公立保育所の給食では、夏から秋にかけての収穫期には、納入業者の協力で地元産野菜を多く使用するなど地産地消を促進したと評価
できる。
【学校給食センター】
・地元産野菜の使用割合は、地域農協や地元生産者との連携により向上に努めた結果、前年に比べ0.47％増となったが、目標値（市内・管
内産70.0％）を下回りました。

３．課題と今後の取り組み方向

主な担当課 　商業労働課、農政課、こども課、学校給食センター

1.施策の取り組み内容

取り組み内容 主な事業及びこれまでの取り組み状況

イベント等での周知・啓発（再掲） ・10月中旬に帯広市市民ホールにて「消費生活移動パネル展」を実施し、来庁する方
に対し、周知・啓発を実施した
・11月中旬にとかちプラザにて『とかち・「市民環境交流会」2022』に参加し、来場者に
対して、食品ロスの削減及びエシカル消費に関する周知・啓発を実施した 商業労働課

地産地消の推進 ・とかち大平原交流センター夕市　全22回　1,582人来場
・おびひろ軽トラ市　7月～10月の毎週火・水・土曜日　管内農業者が毎回7軒程度出
店
・越冬野菜市　令和4年11月3日開催
・帯広農産物小規模加工研究会　令和4年11月25日　みそ作り教室開催
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 令和5年1月17日　 そば作り教室開催 農政課

　　令和４年度　施策評価表

推
進
施
策

　基本方針Ⅳ　環境保全への配慮

施策の方向 推進施策

　１３　地域資源の活用 　（１）　地産地消等による循環型地域社会づくり
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